
事業区分
提案
事業数

Ⅰ 反映するもの 4

一部反映するもの

趣旨を反映するもの

反映しないもの 5

効果が限定的

その他（対象外、優先度等） 5

反映するもの 5

一部反映するもの

趣旨を反映するもの

反映しないもの

効果が限定的

その他（対象外、優先度等）

反映するもの 3

一部反映するもの

趣旨を反映するもの

反映しないもの 4

効果が限定的 1

その他（対象外、優先度等） 3

反映するもの 12

一部反映するもの

趣旨を反映するもの

反映しないもの 9

効果が限定的 1

その他（対象外、優先度等） 8

5

関係機関・団体からの提案事業及び令和３年度計画（案）への反映について

計画（案）への反映状況

9

在宅医療の充
実居宅等にお
ける医療の提
供に関する事
業

Ⅱ

地域医療構想
の達成に向け
た医療機関の
施設又は設備
の整備に関す
る事業

7

計 21

医療従事者の
確保に関する
事業

Ⅳ

１ 事業提案募集方法

(1) 募集期間

令和２年８月３日から９月１１日まで

(2) 照会先

県内病院、医療関係機関、及び市町村

(3) 対象事業

Ⅰ 病床の機能分化・連携のために必要な事業

Ⅱ 在宅医療を推進するための事業

Ⅲ 医療従事者等の確保・養成のための事業

(4) 募集要件等

① 県全域又は地域の医療課題の解決に資する事業であること。

② 計画に反映可能な、具体性、実現性などを備えていること。

③ 青森県保健医療計画（平成３０年４月）と整合していること。

④ 事業実施後において、目標の達成状況について評価できること。

⑤ すでに診療報酬や他の補助金等で措置されているものは対象としないこと。

⑥ 既存の事業で、単に事業者の負担を基金に振り替えるものは対象としないこと。

⑦ 事業に対する基金充当割合については、従来の補助事業等を踏まえ、事業者に

一定の負担を求めることを想定していること。

⑧ 病床の機能分化・連携のために必要な事業においては、地域医療構想の実現に

資する事業であること。

２ 事業提案の状況

１３機関から、２１件の提案あり

３ 令和２年度計画（案）への反映について

右表のとおり。

なお、計画（案）へ反映できなかった理由の主な理由は次のとおりである。

・ 個別の医療機関や限定された地域を対象とする事業であり、地域への波及という

観点で効果が限定的であるもの

・ 他の制度、既存の他の事業で実施可能であるものなど基金対象事業に該当しない

もの

令和３年３月２４日
医療審議会

資料　５－３
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令和２年度県計画に係る事業提案一覧
（No.は区分順、提案順）

反映状況
対応する
事業番号

判断理由

1 大鰐町
【新規】
大鰐町立診療所
整備事業

　青森県地域医療構想に沿った病床削減と診療体制の見直し等
による経営状況の改善に向け、町立大鰐病院を「有床診療所」と
して整備するとともに、老朽化した施設の建替えを行う。

反映する 1-③
地域医療構想の実現に向けた病床機能分化・連
携に資する取組であり、計画に反映する。

2 弘前市
新中核病院整備
推進事業

　青森県地域医療構想を踏まえ、国立病院機構が主体となり、
国立病院機構弘前病院の敷地に新中核病院を整備し、運営す
る。
　弘前市は新中核病院の整備費の一部を負担する。

反映する
（継続）

1-⑥
地域医療構想の実現に向けた新中核病院を整
備する取組として、計画に反映する。

3
青森県
医師会

医療介護連携促
進事業

①かかりつけ医のための在宅医療研修会の開催
・かかりつけ医機能強化と在宅医療を目指す医師のための研修
②多職種連携のための在宅医療研修会の開催
・在宅医療に関わる多職種を対象とした研修会の開催（県内６医
療圏で計８回）

反映する
（継続）

3
在宅医療と医療介護連携に係る研修の事業で
あり、継続実施することとして計画案に反映す
る。

4
弘前市
立病院

【新規】
コロナ禍におけ
る地域医療構想
の確実な推進支
援事業

　事業内容は、令和２年度に地方財政措置されている新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止のための利用者の減少等に
より、資金不足を補うための資金手当ての企業債である「特別減
収対策企業債」に準じる。
　対象事業費は、企業債対象事業費の２分の１を補助する。

反映しない
　資金不足に対する支援については、基金の趣
旨に合致しないことから、県計画に反映しない。

5
弘前市
立病院

【新規】
青森県地域医療
構想に基づく国
立病院機構弘前
病院と弘前市立
病院の統合に係
る当院患者診療
情報の移行事業

　国立病院機構弘前病院と弘前市立病院の統合に伴い、下記の
事業を実施するのに要する経費に対する支援。
①市立病院患者の診療情報（紙カルテ）を新中核病院のカルテ
庫に移動する。
②市立病院患者の診療情報について、新中核病院の電子カル
テに組み込むためのデータ統合を行う。

反映しない
既存の補助の中で対応することとし、新たに県計
画には反映しない。

6
青森県
立中央
病院

【新規】
地域連携のため
の療養支援検索
システム整備事
業

　県内の医療機関や福祉施設に関する情報を集約化し、治療、
診察などの臨床的な情報、さらには在宅、介護施設、福祉施設
での利用情報などを加えた県全域の医療・福祉情報データベー
スを構築し、集約された情報から必要な医療機関等を検索でき
る療養支援検索システムを整備する。療養支援検索システム
は、医療機関や福祉施設間で利用することができ、地域におけ
る医療・介護連携に活用する。

反映しない
一般的なランニングコストへの支援は基金の対
象とならない。

Ⅰ

事業概要
計画（案）への反映

区
分

No.
提案
機関

事業名
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反映状況
対応する
事業番号

判断理由
事業概要

計画（案）への反映
区
分

No.
提案
機関

事業名

7
青森県
立中央
病院

【新規】
青森地域におけ
る医療提供体制
のあり方検討協
議会開催事業費

 青森地域における医療提供体制のあり方について、外部有識
者を含む関係者から多角的かつ総合的な見地から協議・検討を
行い、急性期医療をはじめとした地域のあるべき医療の方向性
などについてとりまとめ、地域医療構想の実現に向けて取り組
む。

反映する 1-④
地域医療構想の実現に向けた病床機能分化・連
携に資する取組であり、計画に反映する。

8

国立病
院機構
弘前病
院

【新規】
再編に伴う廃止
病院の医療機器
等の利活用

　国立弘前病院と弘前市立病院との再編に伴い弘前市立病院
は廃止となるため、現在、市立病院で使用している医療機器及
び診療材料のうち、移設可能なものを新中核病院に移設するの
に要する経費に対する支援。

反映しない
既存の補助の中で対応することとし、新たに県計
画には反映しない。

9
弘前市
立病院

【新規】
国立病院機構弘
前病院と弘前市
立病院の統合に
よる新中核病院
への当院入院患
者の移送事業

　国立弘前病院と弘前市立病院との再編に伴い弘前市立病院
は廃止となるため、弘前市立病院の入院患者を新中核病院に移
送するのに要する経費に対する支援。

反映しない
既存の補助の中で対応することとし、新たに県計
画には反映しない。

10
青森県
歯科衛
生士会

令和３年度 青森
県歯科衛生士復
職支援研修（離
職防止研修含
む）事業

　就業希望及び卒後１～3年の歯科衛生士に対して、最近の歯
科医療の知識及び技術を習得してもらい再就職に不安を抱える
歯科衛生士に職場復帰をを容易ににするためと卒後１～3年歯
科衛生士に技術習得を目的に復職及び卒後支援セミナーを広
報、周知し、実施する。

反映する
（継続）

10

復職希望者への研修事業は、資格を持ちながら
も就業していない歯科衛生士を現場復帰させる
ための事業であり、また、新卒等歯科衛生士へ
の研修は、卒後の技術に不安があるものを支援
し、離職予防を図るための事業であり、いずれも
歯科衛生士確保に繋がるものと期待されること
から、計画案に反映する。

11
青森県
理学療
法士会

リハビリテーショ
ン専門職に対す
る吸引法及び排
痰法研修会

　対象者は、県内にある病院・介護保険事業所（介護老人保健
施設、訪問リハビリテーション事業所等）に勤務するリハビリテー
ション専門職（PT・OT・ST）とし、実施内容は、現場で実施してい
る理学療法士から専門職に対し、講義を通して気道クリアランス
に必要な解剖学的知識を向上させ、様々な実技で、より実践的
なものにする。

反映する
（継続）

9
在宅医療の推進に資する取組であり、継続実施
することとして計画案に反映する。

Ⅱ

Ⅰ
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反映状況
対応する
事業番号

判断理由
事業概要

計画（案）への反映
区
分

No.
提案
機関

事業名

12

（一社）
青森市
医師会
長

在宅医療推進に
向けた看取りサ
ポート事業

・第１回　看取りサポートチームの説明会
　医師、多職種や訪問看護、介護老人保健施設等の職員で看取
りサポートチームの説明会及び運営に係る課題を整理する。
・第２回看取りサポートに関する講演会
　第1回の協議事項から講演内容（例；診療報酬や死亡診断書
の書き方）を決定し、医療介護多職種の情報共有、連携の在り
方について検討会を行う。

反映する
（継続）

9
在宅医療の推進に資する取組であり、継続実施
することとして計画案に反映する。

13
八戸市
医師会

地域でできる在
宅医療と看取り
研修

　NPO法人Reconnectにおいて、平成26年度にはちのへファミ
リークリニックが実施した「施設での看取りに関する手引き研修
が介護職員の心理に与える影響についての研究」で開発した研
修プログラムを運営し、必要に応じて看取りまで行うことを支援し
ていることから、この研修会を再構築するとともに、研修会後に
各施設において看取りまでのケアを行う体制づくりをサポートす
る研修プログラムを提供する。
　さらに集合研修をそれぞれの地域で行うことができる講師を養
成することにより、今後県内全域で継続的に行うことを可能にす
る。

反映する
（継続）

9
在宅医療の推進に資する取組であり、継続実施
することとして計画案に反映する。

14
青森県
看護協
会

病院からつなぐ
地域包括ケア看
護実践者育成事
業

講義、現場実習、ケース検討の３つのプログラムで構成
　地域包括支援センター見学：１日
　病院地域連携室見学：１日
　居宅介護事業所見学：１日
　訪問看護ステーション実習：２日
　講義：６日
　事例検討会：２日

反映する
（継続）

9
R2年度において、県から専門研修として、委託し
ており、R3年度においても同様に実施予定として
いる。

Ⅳ 15 弘前市
地域救急医療学
講座開設事業
（寄附講座）

　救急医療提供体制の維持・充実を図り、二次救急医療の輪番
体制の維持や救急研修医の確保・育成に寄与することを目的と
した寄附講座「地域医救急医療学講座」の開設を新中核病院が
開設されるまでの間継続する。
●開設先：弘前大学大学院医学研究科
●内　容：研修医に対する救急医療の実施研修、救急医療体制
に関する指導・助言、救急医療支援体制の構築などの研究・教
育に取り組む。

反映する
（継続）

14
自治体病院等の機能再編成として整備する中核
病院において必要となる救急医療の機能を確保
する取組として、計画に反映する。
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反映状況
対応する
事業番号

判断理由
事業概要

計画（案）への反映
区
分

No.
提案
機関

事業名

16
弘前市
医師会

看護師養成所に
おける教育内容
の向上を図るた
めの体制整備事
業

　青森県以外の他都道府県で開催される講習会を受講し、質の
高い看護教員を養成することで今後懸念される看護職不足への
対応と青森県が進める短命県返上にむけた取り組みを、授業を
通じて看護学生への指導ができると共に、更にその目的に近づ
けるよう受講期間中の不在教員の対応として代替看護教員を確
保し、看護学生の教育環境を整える事業を行う。

反映する
（継続）

24
R2年度において、県から「看護教員養成講習会
参加支援事業として委託しており、R3年度にお
いても同様に実施予定としている。

17
青森県
看護協
会

准看護師研修事
業のための資質
向上推進事業

　県内の病院勤務の看護補助者を対象に、県内の認定看護師、
医療安全管理者を講師に、医療安全対策、感染対策、認知症ケ
ア（高齢者の権利擁護）等についての研修を実施する。

反映しない

各医療機関における医療安全等に関する従事
者への研修や、貴会の事業の対象者に看護補
助者を加えることで対応可能と考えられるため、
計画案に反映しない。

18
青森県
看護協
会

新卒から２年目
の看護職員の定
着促進事業

（１）新卒及び卒業２年目の看護職カフェ
（２）看護管理者と看護師等養成機関との情報交換会
（３）看護職定着促進コーディネーター派遣

反映する
（継続）

28

新卒等の看護職員の離職防止のための事業で
あり、「新人看護職員の離職防止・定着促進事
業」で実施していることから、継続事業として計画
案に反映する。

19
青森県
看護協
会

訪問看護従事者
確保・育成事業

訪問看護人材の量的・質的確保のため、潜在看護師・プラチナ
ナース等の就業促進や、訪問看護出向支援事業、新卒看護師
採用に向けた取組、訪問看護に係る相談窓口になる人材養成、
スーパーバイザーによる県内の訪問看護ステーションへの助言・
指導事業等を行う。

反映しない

訪問看護人材の確保に係る研修等の取組は（公
社）全日病青森や（公社）青森県医師会へ委託し
ている事業や、貴会に委託しているナースセン
ター事業における訪問看護推進に係る取組と重
複する点が多いことから、計画案に反映しない。

20
青森県
立中央
病院

【新規】
院内保育所ゆり
かごの設備機能
強化事業（２４時
間保育への対
応）

　当院が運営している院内保育所ゆりかごは育児と勤務環境の
改善を目的に設置している。夜間時の子どもの預け先を確保し、
夜勤に従事する看護師をより多く確保することを目的として、２４
時間保育に向けた環境整備を行うとともに、院内保育所の空調
設備などの機能強化を行うものである。

反映しない
当該機器の整備が24時間保育実施の必須要件
でないこと、及び事業効果が限定的であることか
ら反映しない。

21 八戸市

【新規】
八戸市立高等看
護学院校舎移転
事業

　八戸市立高等看護学院に隣接する公益財団法人八戸市総合
健診センターについて、令和４年１月に市内の他の地区に移転
することから、同建物を一部改修し、同学院の校舎として使用す
るのに要する経費に対する支援。

反映しない
既存施設の更新が主であり、計画案に反映しな
い。

Ⅳ
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